
大阪府臨港地区内の分区における構築物の規制に関する条例 

 

平成１３年３月３０日 

大阪府条例第１０号 

 

大阪府臨港地区内の分区における構築物の規制に関する条例をここに公布する。 

大阪府臨港地区内の分区における構築物の規制に関する条例 

臨港地区内の分区における構築物の規制に関する条例(昭和５０年大阪府条例第２７号)の全部を改

正する。 

(趣旨) 

第１条 この条例は、港湾法(昭和２５年法律第２１８号。以下「法」という。)第４０条第１項及び第３項の

規定に基づき、法第２条第４項に規定する臨港地区内の分区における建築物その他の構築物(以下

「構築物」という。)の規制に関し必要な事項を定めるものとする。 

(規制構築物) 

第２条 法第４０条第１項の規定により条例で定める構築物は、別表の中欄の分区の区分に応じ、それ

ぞれ同表の下欄に掲げる構築物以外の構築物(知事が公益上特に必要があると認めて指定するも

のを除く。)とする。 

(罰則) 

第３条 法第４０条第１項の規定に違反した者は、３０万円以下の罰金に処する。 

(両罰規定) 

第４条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業

務に関し、前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても同条の

罰金刑を科する。 

(委任) 

第５条 この条例の施行に関し必要な事項は、知事が定める。 

附 則 

(施行期日) 

1 この条例は、平成１３年５月１日から施行する。 

(経過措置) 

2 この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

附 則(平成１９年条例第８３号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

 



別表(第２条関係) 

(平１９条例８３・一部改正) 

項 分区 構築物 

１ 商港区 イ 法第２条第５項第２号から第９号まで、第９号の３から第１０号の２まで及

び第１２号に掲げる港湾施設（危険物置場、貯油施設及びセメントサイロ

を除く。) 

ロ 海上運送事業、港湾運送事業、倉庫業、道路運送事業、貨物運送取扱事

業、輸出又は輸入の事業、水先の引受けに関する事業その他知事が指定

する事業を行う者の事務所及び附帯施設(社宅、寮等専ら居住の用に供

するものを除く。) 

ハ 法第２条第５項第６号及び同項第８号に掲げる港湾施設に附属する卸売

業の用に供する施設及び流通加工を行うことを目的とする施設並びにこ

れらの附帯施設(社宅、寮等専ら居住の用に供するものを除く。) 

ニ 港湾その他の海事に関する理解の増進を図るための展示施設、会議場

施設、研修施設その他の共同利用施設 

ホ 港湾の利用の高度化を図るための情報処理施設、電気通信施設その他

知事の指定するこれらに類する施設 

ヘ 港湾の流通機能の高度化を図るためのトラックターミナル、卸売市場そ

の他知事の指定する流通業務施設 

ト 港湾の旅客又は商港区内の施設における事業に従事する者の利便の用

に供するためのガソリンスタンド 

チ 商港区内における事業の用に供するコンテナ及び荷役機械の修理のた

めの施設 

リ 商港区内の施設における事業に従事する者(船舶乗組員及び港湾にお

ける労働者を除く。)のための休泊所、診療所その他知事が指定する福利

厚生施設 

ヌ 港湾の旅客又は商港区内の施設における事業に従事する者の利便の用

に供するための旅館及びホテル(風俗営業等の規制及び業務の適正化等

に関する法律(昭和２３年法律第１２２号。以下「風営法」という。)第２条第

６項第４号に掲げる営業の用に供するものを除く。以下「旅館等」とい

う。)、飲食店(同条第１項に規定する風俗営業の用に供するものを除く。

以下同じ。)、日用品又は船用品の販売を主たる目的とする店舗、銀行業

及び保険業の店舗その他知事が指定する便益施設 

ル 港湾関係官公署の施設(職員宅舎、寮等専ら居住の用に供するものを除

く。以下同じ。) 

２ 特殊物資港区 イ 法第２条第５項第２号から第６号まで、第８号から第１０号の２まで及び

第１２号に掲げる港湾施設(上屋、食糧サイロ及び移動式旅客乗降用施設

を除く。) 

ロ 海上運送事業、港湾運送事業、倉庫業、道路運送事業、貨物運送取扱事

業その他知事が指定する事業を行う者の事務所及びその附帯施設(社

宅、寮等専ら居住の用に供するものを除く。以下同じ。) 

ハ 港湾関係官公署の施設 

３ 工業港区 イ 法第２条第５項第２号から第６号まで、第８号から第１０号の２まで及び

第１２号に掲げる港湾施設(移動式旅客乗降用施設を除く。) 

ロ 原料若しくは製品の一部の輸送を海上運送若しくは港湾運送に依存す

る製造業若しくは供給業又はこれらの関連事業を行う者の工場並びにこ



 

れらの事業の用に供する情報処理施設及び電気通信施設並びにこれら

の附帯施設(社宅、寮等専ら居住の用に供するものを除く。) 

ハ ロの工場に附属する研究施設及びその附帯施設(社宅、寮等専ら居住の

用に供するものを除く。) 

ニ 海上運送事業、港湾運送事業、倉庫業、道路運送事業、貨物運送取扱事

業その他知事が指定する事業を行う者の事務所及びその附帯施設 

ホ 工業港区内の施設における事業に従事する者の利便の用に供するため

のガソリンスタンド 

ヘ 工業港区内における事業の用に供するコンテナ及び荷役機械の修理の

ための施設 

ト 工業港区内の施設における事業に従事する者(船舶乗組員及び港湾に

おける労働者を除く。)のための休泊所、診療所その他知事が指定する福

利厚生施設 

チ 工業港区内の施設における事業に従事する者の利便の用に供するため

の飲食店、日用品の販売を主たる目的とする店舗、銀行業及び保険業の

店舗その他知事が指定する便益施設 

リ 港湾関係官公署の施設 

４ 保安港区 イ 法第２条第５項第２号から第６号まで及び第８号から第１０号の２までに

掲げる港湾施設(船舶修理施設、船舶保管施設、倉庫(危険物を保管する

ためのものを除く。)、野積場、貯木場及び貯炭場を除く。) 

ロ 消火施設その他の危険防止のための施設 

ハ 危険物を貯蔵し、又は取り扱う者の事務所及びその附帯施設(社宅、寮

等専ら居住の用に供するものを除く。) 

ニ 港湾関係官公署の施設 

５ マリーナ港区 イ 法第２条第５項第２号から第５号まで、第７号、第８号の２及び第９号の３

から第１０号の２までに掲げる港湾施設 

ロ スポーツ又はレクリエーションの用に供するヨット、モーターボート、釣

舟、遊覧船等(以下「レクリエーション用船舶」という。)のための用具倉庫

及び船舶上架施設並びにその附帯施設 

ハ レクリエーション用船舶の利用者のための集会所、事務所、スポーツ又

はレクリエーション施設、研修施設その他知事が指定する福利厚生施設 

ニ レクリエーション用船舶の利用者の利便の用に供するための旅館等、飲

食店、物品販売業を営む店舗(風営法第二条第六項に規定する店舗型性

風俗特殊営業の用に供するものを除く。以下同じ。)その他知事が指定す

る便益施設 

ホ 港湾関係官公署の施設 

６ 修景厚生港区 イ 法第２条第５項第２号から第５号まで及び第９号の３から第１０号の２ま

でに掲げる港湾施設 

ロ 図書館、博物館、水族館、展望施設、港湾その他の海事に関する理解の

増進を図るための展示施設及び会議場施設その他知事が指定するこれ

らに類する施設 

ハ スポーツ又はレクリエーション施設その他知事が指定するこれに類する

施設 

ニ 旅館等、飲食店、物品販売業を営む店舗その他知事が指定する修景厚

生港区内の施設の利用者の利便の用に供するための施設 

ホ 港湾関係官公署の施設 


